
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　負担金　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（多摩２６市参加）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

環境政策課長
小泉　勝巳

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

特定財源 一般財源

総合的環境施策の推進

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 15-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

－

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市域内での環境の保全等に関
する事業

審議会の
開催回数

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

環境と調和した社会づくりの
取り組み方法が明確となるた
めの審議を行う

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

3

説明：会議回数の減少に伴い、１回の会
議に係る費用が増加している。２年に一
度委員の改選を行っている。平成26年度
も同様に人件費比率が高い。

3 373

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

5 366

373 457 830 276,667

366 577 943 188,600 －

効率性 1 達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）環境基本法、（市）環境基本条例

3 307 307 430 737 245,667 －

説明：今日の環境保全のためには生活や
企業活動との共生が不可欠であり、市
民・事業者・行政という様々な立場の意
見から政策を議論を重ねる必要があり現
在の会議開催体制を見直すことはできな
い。

総合評価（課題・方向性）：環境の重
要性が叫ばれる中、環境審議会の果た
す役割は、大きくなってきている。平
成26～27年度に環境基本計画の改定を
行い、28年度より緑の基本計画の中間
見直しを行っている。また計画の進
ちょく状況の評価も合わせて実施して
いく。

事業
内容
・

活動
手段

・年数回開催予定
・環境基本計画の推進に関す
ること
・緑の基本計画の見直しに関
すること

1 達成度 3

説明：26年度は正規職員の産休へ臨時職
員雇用によって対応したため、27年度以
降の人件費は25年度と同水準に戻ってい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

823 518 1,341 9,717
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

711 752 1,463 12,192

138 823

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

71 709 709 661 1,370 19,296 100

説明：市民からの苦情相談への対応が主
であり、業務や制度に改善の余地が無
い。

総合評価（課題・方向性）：市民から
の苦情相談への対応が主であり、継続
実施が必要である。害鳥獣、そ族昆虫
に関する対応方法の情報収集、情報提
供をしているが、相談内容は多様化等
している。

適切に応
対した割
合（％）

効率性

711

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

120
廃止予定
の有無

事業
内容
・

活動
手段

・カラス、ハト、ハクビシン
等の動物、その他不明動物等
の対応・相談受付
・ユスリカ発生抑制のための
市内河川等への薬剤散布
・そ族昆虫に係る相談、苦情
の受付
・ねずみ駆除剤、捕獲シート
の配布

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民（害鳥獣、そ族昆虫で被
害を受ける可能性のある）

害鳥獣、
そ族昆虫
苦情相談
件数(件)

補助
金

目的
・

意図

害鳥獣、そ族昆虫に係る被害
へ対応し、生活環境を改善す
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

・（国）鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律
・（国）特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

①東久留米市の環境について
調査し、各種基準の超過につ
き監視する。
②苦情相談に対応し、市民の
生活環境を保全する。

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

10 4,017 4,017

4,2389 4,238
3

説明：26年度は正規職員の産休へ臨時職
員雇用によって対応したため、27年度の
人件費は25年度と同水準に戻っている。
前年度決算値を最大限考慮し、効率的な
予算執行に取り組んでいる。また、28年
度は上の原新アクセス道路の事前環境調
査を行った。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

①東久留米市の環境（河川・
河川底質・地下水・道路騒
音・大気）
②市民・事業者

調査回数
（回）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

1,702,667

効率性 4

7,305 11,322 1,132,200

達成度

30年度の方向性 現状維持

効率性 2 達成度 3

・（都）都民の健康と安全を確保する環境に関する条例・（都）市町村における東京都の
事務処理の特例に関する条例・（国）環境基本法・（国）騒音規制法・（国）振動規制
法・（国）大気汚染防止法・水質汚濁防止法・（国）悪臭防止法・（国）ダイオキシン類
対策特別措置法・（市）東久留米市環境基本計画

10 4,511 3,614 897 10,062 14,573 1,457,300 －

説明：市民からの苦情相談への対応が主
であり、業務や制度に改善の余地が無
い。各種環境調査の実施にあたっては全
て業者への委託が必要である。

総合評価（課題・方向性）：市民の生
活環境を守るため、継続的に実施して
いく必要がある。市民よりの苦情相談
は多様化している。各種環境調査につ
いては、東久留米市環境基本計画にお
いても、自主調査の継続を求められて
いることから、東京都等の調査結果を
有効に利用しつつ、実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

・河川水質調査３回（自主）
・河川底質汚泥調査１回（自
主）・地下水水質調査１回
（自主）・道路環境調査１回
（自主）・自動車騒音常時監
視１回（義務）・環境大気中
ダイオキシン類調査２回（自
主）・上の原新アクセス道路
事前環境調査・苦情相談対応

11,086 15,324

71217

18

協議会へ
の参画回
数(回) 41,882

業務フローに改
善の余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある

説明：平成２７年度は、当該協議会の幹
事長市として会議開催等の事業を行っ
た。また、平成２７・２６年度は幹事市
として活動したため、幹事ではない年に
比して会議出席が多く、人件費増であ
る。平成２８年度は通常の会議数である
ため、幹事市である前年との比較は一概
に出来ない。なお、幹事長市・副幹事長
市は市制施行順の持ち回りである。

744 41,333

　制度改正の
余地がある 　

702

制度改正の
余地がある 　

30年度の方向性 現状維持

・（26市課長会）東京都市・公害事務連絡協議会規約

11 5 5 514 519 47,182 －

説明：当該事業は、２６市の環境・公害
部門課長会への参画事業である。会議等
の事業については規約により開催されて
おり、市独自の判断での制度改正は出来
ない。また、当該事業は協議会での情報
共有が主であるため、業務改善の余地が
無い。

総合評価（課題・方向性）：昨今、環
境に関連する課題は公害対策・緑環
境・水環境・地球温暖化・生物多様性
等、多様化が進んでいる。当該協議会
への参画は、これらの課題に広域で取
り組むための東京都２６市間における
環境・公害部門との連携であることは
もとより、東京都や自治調査会からの
情報提供や、東京都市長会を通じた都
予算要望を取りまとめる場となってい
るため、今後も継続して参画を行う必
要性がある。

事業
内容
・

活動
手段

定例総会・定例協議会・幹事
会・専門委員会・実務研修・
ブロック会の研究成果の把
握・検討の実施

10
廃止予定
の有無

外部評価

10

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

11 733
財政健全経営計画

実行プラン
対象

11

環境政策課
生活環境係

環境政策課
生活環境係

15-01-03

環境政策課
生活環境係

害鳥獣、そ族昆虫
駆除対策事業

公害等監視事業

15-01-02

15-01-01

15-01-04

東京都市・公害事
務連絡協議会参画
事業

環境政策課
計画調整係

環境審議会開催事
業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東京都市環境・公害事務連絡
協議会

小平市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

補助
金

目的
・

意図

環境問題への適切な対応を図
るための連携および情報共
有。

東村山市 清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

特定財源 一般財源

総合的環境施策の推進

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 15-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

4,814 4,814

環境政策課長
小泉　勝巳

4,936

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □ 4,864

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 4,662

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 4,914

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

4,593

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

15,000 15,000

環境政策課長
小泉　勝巳

14,548

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 11,109

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

16,561

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,300 2,300

環境政策課長
小泉　勝巳

2,801

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,226

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,621

説明：環境フェスティバルも２８年度に
２０回を迎えた。歳出にかかる費用を抑
制しつつも、来場者は年々増加してい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・市民に、市の環境及び地域
環境について関心を持っても
らう。
・事業者、庁内環境団体に環
境への取組みについて発表し
てもらう。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 243 243 3,012

事業
内容
・

活動
手段

・実行委員会による環境ﾌｪｽ
ﾃｨﾊﾞﾙの計画、実施
・市民等に対する広報活動
・環境団体、小・中学校、事
業者による環境に関するパネ
ル展示ほか

来場者数
(人)

行政
補完的

5

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、事業者、市民環境団
体、市内小・中学校

環境フェ
スティバ
ル開催回
数（回）

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

（市）環境基本条例、（市）環境基本計画

1 226

上乗せ 横出し

総合評価（課題・方向性）：実行委員
会形式の事業で市の関わりを軽減して
いるが、開催期間中は複数の職員も対
応せざるを得ない状況がある。

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

3,255 3,255,000 －

234 3,047 3,281 3,281,000 －

効率性 3 達成度

1 234

226 3,215

360 40,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

3,441 3,441,000 122

説明：参加型・体験型のイベントとして
実施しており、市内最大規模の環境イベ
ントに成長。来場者アンケート結果から
も環境学習の提供の場として成果の向上
が伺える。今後も拡大を進めなければな
らない事業のため見直しの余地はない。

　30年度の方向性 現状維持

キャン
ペーンで
の啓発件
数（ポ
ケット
ティッ
シュ・携
帯灰皿の
配布数）
(件)

効率性 2 達成度 3

説明：26年度は正規職員の産休へ臨時職
員雇用によって対応したため、27年度以
降の人件費は25年度と同水準に戻ってい
る。ポイ捨て防止や路上喫煙禁止区域で
の喫煙の禁止については、周知・啓発が
最重要のため、事業費のほとんどは啓発
物の購入である。啓発物の在庫状況を見
込みながらの予算要求であるため、年度
ごとの執行額が変動している。

360 40,000

134 226

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

214 146
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

214

補助
金

目的
・

意図

ポイ捨て等の防止及び路上喫
煙の規制に関し、市民、事業
者、市が協力して啓発等の活
動に取り組み、環境美化を推
進し、快適で安全な生活を確
保する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

9

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

・（市）東久留米市環境基本計画
・（市）ポイ捨て等の防止及び路上喫煙の規制に関する条例
・東久留米市環境美化推進委員連絡会設置要綱 9 163 163 266 429 47,667 97

説明：市民への啓発のために行うキャン
ペーンの実施のため、広く市民や事業者
からの協力を得るための業務のため、業
務の改善は困難である。また、同等の効
果を得られる代替可能な手段は、近隣市
状況からも現在見当たらないため、制度
改正は難しい。

総合評価（課題・方向性）：市民への
啓発活動は有効であることから継続的
実施していきたい。キャンペーン事業
（環境美化推進員連絡会）の啓発品配
布に代わる方法を検討していく。

事業
内容
・

活動
手段

・環境美化推進委員連絡会開
催
・環境美化マナーアップキャ
ンペーン開催

9
廃止予定
の有無

107
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

①市民、事業者
②市全域

キャン
ペーンの
実施回数
(回) 134

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3

廃止予定
の有無

説明：本事業の取り組み方法はここ数年
間大きな変化はない。
26年度に大幅に排出量が削減されたが、
27年度に若干上昇している。それでも目
標値内で推移している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

温室効果ガスの抑制に努め
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

85 31 31 408 439 5,165

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市

市施設数
（エネル
ギーを使
用してい
る）(施
設)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

85 42 42 412 454 5,341 104

効率性 3 達成度

－

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）地球温暖化対策の推進に関する法律
（国）地球温暖化対策計画
（市）環境基本条例
（市）環境基本計画

84 58 58 432 490 5,833 98

説明：目標達成のための手段として、こ
れまでは費用をなるべくかけず職員への
啓発が主であったが今後の国等の新たな
目標に応えるためには事業の拡大も求め
られる。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
12月に締結されたパリ協定において国
は2030年までの地球温暖化ガス排出量
の新たな削減目標を打ち出し、地球温
暖化対策計画を策定した。このため、
今後地方公共団体においても一定の取
り組みを行う必要も想定される。こう
した状況に注視しながら事業を実施し
ていく。

事業
内容
・

活動
手段

・庁内環境委員会開催
・東久留米市地球温暖化対策
実行計画に沿った温室効果ガ
ス削減を行う
・改正省エネ法施行に伴うエ
ネルギー使用調査等 温室効果

ガス排出
量(t-
CO2）

1 達成度 3

説明：全体会の回数の減少により効率性
は低下している。ただし個々の部会活動
等取り組み自体は前進している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

39 5,447 5,486 365,733 －
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

77 5,880 5,957 372,313

15 39

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

12 81 81 5,675 5,756 479,667 －

説明：会議の効率的な運営については、
資料の事前送付による会議時間の短縮
化、加えてＥメールの活用をしている。
会議開催の効率化を図るために、市民環
境会議に「事務局会」を設けて効率的な
運営を進めているが新たな見直しの余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：環境への
取り組みについては、これまでの取組
みを地道に行っていく必要がある。

効率性

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

16
廃止予定
の有無

事業
内容
・

活動
手段

・市民環境会議の開催
（全体会・事務局会）
・庁内環境委員会の開催
・環境ウォッチングの開催
・環境シンポジウムの開催

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、事業者、行政

市民環境
会議、庁
内委員
会、環境
ウォッチ
ング、シ
ンポジウ
ムの開催
回数
(回)補助

金
目的
・

意図

・市民、事業者、市が環境と
調和した社会づくりの取り組
みの検討に参画する。
・市民、事業者、市が取り組
みの計画、目標が明らかにな
る

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

（市）環境基本条例、（市）環境基本計画、
（市）みどりに関する条例、（市）緑の基本計画

77

行政
補完的

政策的

環境政策課
生活環境係

環境美化推進事業

環境政策課
計画調整係

環境フェスティバ
ル開催事業

15-01-08

地球温暖化の防止
対策推進事業

15-01-07

15-01-05

15-01-06

環境政策課
計画調整係

環境基本計画・緑
の基本計画推進事
業

環境政策課
計画調整係

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

特定財源 一般財源

総合的環境施策の推進

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 15-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：本事業の取り組みはここ数年間大
きな変化はない。
平成２７年度には市民への理解につなが
るよう環境審議会や市民環境会議などの
意見を聞きながら内容の大幅な見直しを
行った。

 直営
（委託無）

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・市の現在の環境状態の把握
・過去の環境状況との比較及
び将来のための資料

小平市

19 1,793 1,812 1,812,000 －1 19

－

財政健全経営計画
実行プラン

現状維持

（市）環境基本条例（市）環境基本計画

1 54 54 1,824 1,878 1,878,000 －

説明：昭和５０年度から「東久留米の公
害」として継続的に発刊しているもので
ある。平成１９年度より冊子印刷を極力
控え、ホームページに掲載することによ
り市民に周知を図っているが、これ以上
の見直しの余地はない。

総合評価（課題・方向性）：大幅な経
費削減は難しいが、ホームページの活
用及び内容の充実にも努めていく。
今後も一般市民に市の環境に関する現
状がわかりやすいよう改善を進めてい
く。事業

内容
・

活動
手段

環境基本計画及び緑の基本計
画の進捗状況の小冊子による
提示

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

30年度の方向性

横出し

1 42

全部
委託

一部
委託

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

42 1,732

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民・事業者

発行回数
（回）

上乗せ

3

説明：２８年度途中から検討を開始し
た。環境審議会のもとに検討部会を設置
し、２８年度４回の会議を開催した。２
８年度には基礎調査として都の河川・保
全地域データを活用しつつ、未調査地の
生物調査を行った。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年度

対象

市民、事業者、市

計画の策
定件数
（28は骨
子作成）
(件)

0

該当

上乗せ 横出し

　制度改正の
余地がある 　

効率性

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

（国）都市緑地法
（国）生物多様性基本法
（市）みどりに関する条例 1 10,226 5,087 5,139 1,502 11,728 11,728,000 －

説明：平成25～34年度の計画に対し平成
29年度末を目処に中間見直しを行ってい
る。見直しにおいては生物多様性基本法
に基づく生物多様性地域戦略を包括する
ものとし、長らく課題であった生物保全
のための一定の方針が定められる。

総合評価（課題・方向性）：平成２９
年度末までに中間見直しが完了する。

事業
内容
・

活動
手段

・生き物等に関する基礎調査
・中間見直し検討部会等での
検討
・コンサルティング会社の策
定支援
・市民意識調査（29）
・パブリックコメントの実施
等(29)

3 達成度

業務フローに改
善の余地がある

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

－

対象 外部評価

東村山市 清瀬市

行政
補完的

環境政策課
計画調整係

西東京市

1,774 1,774,000

0

－

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

0

小平市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

0

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・東久留米市における緑の保
全に関する施策体系のとりま
とめとして平成24年度に策定
された計画の中間見直しを
行っている。

東村山市 清瀬市 西東京市

「かんきょう東久
留米」作成事業

環境政策課
計画調整係

緑の基本計画中間
見直し事業

15-01-09

15-01-10

東久留米市


